
AI、量子技術戦略等の国家戦略を踏まえた重点分野の研究開発を

戦略的に推進
• AIP:人工知能/ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ/IoT/ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ 115億円（0,109億円）

統合ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

• 光・量子飛躍ﾌﾗｯｸﾞｼｯﾌﾟﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（Q-LEAP） 46億円（0,035億円）

• 経済安全保障重要技術育成プログラム（ビジョン実現型） 30億円（0新00規0,）

※内閣府、経産省と共に要求

ワクチン戦略に基づいた感染症対策を始めとする健康・医療分野の研究

開発の推進
• ﾜｸﾁﾝ開発のための世界ﾄｯﾌﾟﾚﾍﾞﾙの研究開発拠点の形成 66億円（0新00規0,）

• 再生医療実現拠点ネットワークプログラム 91億円（0,091億円）

我が国の抜本的な研究力向上と優秀な人材の育成

令和4年度 文部科学省概算要求のポイント（科学技術関係）

地域の中核となる大学の強化や社会変革への対応等に向けたイノベーションの

創出
• 共創の場形成支援 175億円（0,137億円）

• 大学発新産業創出プログラム（START） 41億円（0,020億円）

• 研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP） 69億円（0,061億円）

研究のデジタルトランスフォーメーション（DX）の推進
• マテリアルDXプラットフォームの実現 138億円（0,038億円）

• 分野・機関を越えた研究データ利活用に係る基盤の構築・高度化 17億円（0新00規0,）

世界最高水準の大型研究施設の整備・成果創出の促進
• 官民地域パートナーシップによる次世代放射光施設の推進 62億円（0,012億円）

• 最先端大型研究施設の整備・共用 458億円（0,432億円）

- 次世代計算基盤の調査研究 10億円（0新00規0,）

科学技術予算のポイント 1兆1,774億円＋事項要求（9,768億円）

宇宙・航空分野の研究開発の推進
• 宇宙基本計画に基づく宇宙分野の研究開発 2,125億円（1,544億円）

- アルテミス計画に向けた研究開発 381億円（0,292億円）

- 革新的将来輸送ｼｽﾃﾑﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ実現に向けた研究開発 40億円（0,014億円）

海洋・極域分野の研究開発の推進
• 北極域研究船の建造や若手人材の育成・交流 80億円（0,015億円）

を含む北極域研究等の推進

防災・減災分野の研究開発の推進
• 災害対応DXの推進、海底地震・津波観測網の構築・運用等 39億円（ , 13億円）

環境エネルギー分野の研究開発の推進
• 革新的パワーエレクトロニクス創出基盤技術研究開発事業 14億円（0,014億円)

• ITER（国際熱核融合実験炉）計画等の実施 314億円（0,219億円)

原子力分野の研究開発・安全確保対策等の推進
• 高温ガス炉や核燃料サイクルに係る革新的な研究開発 147億円（0,096億円）

• 原子力の多様な研究開発及びそれを支える人材育成 62億円（0,046億円）

- 「もんじゅ」サイトを活用した新たな試験研究炉 4億円（0,001億円）

世界と伍する研究大学の実現に向けた10兆円規模の大学ファンドの創設
10億円（別途、内閣府10億円） ※ （R2補正0.5兆円＋R3財投4兆円)

※令和4年度財政融資資金（4.9兆円要求）の活用等も含め予算の編成過程において検討

我が国の研究力の総合的・抜本的な強化
• 博士課程学生を含めた若手研究者の処遇向上と研究環境確保 123億円（0,023億円）

（創発的研究の推進 等）

• 科学研究費助成事業（科研費） 2,510億円（2,377億円）

• 戦略的創造研究推進事業（新技術シーズ創出） 456億円（0,428億円）

• 未来社会創造事業 124億円（0,087億円）

• 世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI) 73億円（0,061億円）

• ムーンショット型研究開発 31億円（0,016億円）

Society 5.0を実現し未来を切り拓くイノベーション創出と
それを支える基盤の強化

国民の安全・安心やフロンティアの開拓に資する課題解決型
研究開発の推進

重点分野の戦略的推進と感染症対策等のための研究開発の
推進

Δx・Δp≧ℏ/2
ℏ＝h/2π



世界トップレベル研究拠点プログラム
（WPI）

• 科学技術・イノベーションは、激化する国家間の覇権争いの中核となっており、世界を主導する卓越した研究を強化し、豊かな発想の土壌となる多様な研究
の場を確保するなど、我が国の基礎研究力を一層強化する取組が必須。

• 学術研究・基礎研究に取り組む優れた研究者が自らの研究に打ち込めるよう、研究者のキャリアや研究成果に応じた切れ目のない研究費の支援を充実させる
とともに、優れた研究チームによる国際共同研究や、社会経済の変革を先導する非連続なイノベーションを積極的に生み出す研究開発を強力かつ継続的に推
進する。さらに、世界水準の優れた研究拠点や基盤の創出を支援する。

我が国の学術研究における共同利用・共同研究体制を強化し、世界の学術フロンティアを先導するため、

「ハイパーカミオカンデ計画」を含めた学術研究の大型プロジェクトを着実に推進するとともに、研究・

教育のDXを支える「SINET」の高度化など最先端の学術研究基盤を整備する

世界の学術フロンティアを
先導する大規模プロジェクトの推進

令和4年度要求・要望額 7,264百万円

(前年度予算額 6,100百万円)

未来社会創造事業

脱炭素やデジタル社会の実現等の経済・社会的にインパクトのあるターゲットを明確に見据えた技術的にチャ
レンジングな目標を設定する。その上で、民間投資を誘発しつつ、戦略的創造研究推進事業や科学研究費助成
事業等から創出された多様な研究成果を活用するため今まで以上に斬新なアイデアを絶え間なく取り入れて、
実用化が可能かどうかを見極められる段階（POC）を目指した研究開発を推進する。

令和４年度要求・要望額 12.385百万円

(前年度予算額 8,700百万円)

※運営費交付金中の推計額

10兆円規模の大学ファンドを創設し、その運用益を活用することにより、世界と伍する研究大学の実
現に必要な研究環境の整備充実への支援とともに、大学改革を完遂することにより、我が国の研究大学
における研究力の抜本的な強化を実現する。

科学研究費助成事業（科研費）
令和4年度要求・要望額 251,030百万円

(前年度予算額 237,650百万円）

研究大学強化促進事業
令和4年度要求・要望額 3,451百万円

(前年度予算額 3,675百万円)

令和2年度第3次補正予算額 390百万円

戦略的創造研究推進事業
（新技術シーズ創出）

令和4年度要求・要望額 45,560百万円

(前年度予算額 42,791百万円)

創発的研究支援事業
令和4年度要求・要望額 2,700百万円

(前年度予算額 60百万円)

令和2年度第3次補正予算額 13,354百万円

※令和元年度補正予算にて500億円の基金を造成

データ駆動型人文学研究先導事業

人文学分野において、多様な研究資源からAI等による分析が可能な機械可読性の高い構造化データ
を作成するとともに、それらを用いたデータ駆動型研究を推進することで、デジタルヒューマニ
ティーズ（人文情報学）の促進と、「総合知」の創出・活用を図る。

令和4年度要求・要望額 492百万円
（新規）

ムーンショット型研究開発制度 令和４年度要求・要望額 3,124百万円

(前年度予算額 1,600百万円)

※平成30年度2次補正予算にて800億円の基金を造成

人文学・社会科学から自然科学まで全ての分野にわたり、多様で独創的な「学術研究」を幅広く支援
する。令和4年度は、「国際先導研究（仮称）」の創設により、高い研究実績と国際ネットワークを有す
るトップレベル研究者が率いる優れた研究チームの国際共同研究を強力に推進するとともに、優れた若
手研究者への切れ目ない支援の充実、新興・融合領域の強化等を図る。

国が定めた戦略目標の下、組織・分野の枠を越えた時限的な研究体制を構築し、イノベーションの源
泉となる基礎研究を戦略的に推進する。令和４年度は、科学技術・イノベーション基本計画等を踏まえ、
基礎研究の強化に向けた拡充や研究成果の切れ目ない支援の充実等を進めるとともに、人文・社会科学
を含めた幅広い分野の研究者の結集と融合により、ポストコロナ時代を見据えた基礎研究に取り組む。

大学等への集中的な支援を通じてシステム改革等の自主的な取組を促すことにより、高度に国際化
された研究環境と世界トップレベルの研究水準を誇る「目に見える国際頭脳循環拠点」の充実・強化
を進めるとともに、新型コロナウイルスで停滞した国際頭脳循環を活性化させるべく、新規４拠点を
形成する。

若手を中心とした多様な研究者による既存の枠組みにとらわれない自由で挑戦的・融合的な研究を、研究に専
念できる研究環境を確保しつつ、最長10年間にわたり長期的に支援する。基金の利点を活かした機動的な支出に
加え、所属機関からの支援を促す仕組み等により、不測の事態やライフイベント等で生じる研究時間の減少等に
柔軟に対応する。特に、研究の進捗状況等に対応し、創発的研究を支える博士課程学生等へのRA(リサーチアシ
スタント)支援の充実を図る。

未来社会を展望し、困難だが実現すれば大きなインパクトが期待され、多くの人々を魅了するような斬新かつ挑戦
的な目標を掲げ、国内外からトップ研究者の英知を結集し、関係府省庁が一体となって集中・重点的に挑戦的
な研究開発を推進する。AI、ロボット、量子などの各分野において、諸外国との連携強化やターゲットの柔軟な変
更等を通じて研究開発プロジェクトを抜本的に強化する。

大学等における研究戦略や知財管理等を担う研究マネジメント人材（ＵＲＡを含む）群の確保・活用
や、集中的な研究環境改革を組み合わせた研究力強化の取組を支援し、世界水準の優れた研究活動を行
う大学群の増強を目指す。

世界と伍する研究大学の実現に向けた
10兆円規模の大学ファンドの創設

（内閣府と共に要求）

令和4年度要求・要望額 3,392億円
(前年度予算額 3,114億円)

※運営費交付金中の推計額を含む

令和2年度第3次補正予算額 5,157億円

基礎研究力強化を中心とした研究力の向上と
世界最高水準の研究拠点の形成

令和4年度要求・要望額 1,000百万円
※令和4年度財政融資資金（4.9兆円要求）の活用等も含め

予算の編成過程において検討

令和2年度第3次補正予算額 500,000百万円
（令和３年度財政投融資当初計画額として4兆円）

令和4年度要求・要望額 43,841百万円

(前年度予算額 33,090百万円)

令和2年度第3次補正予算額 10,000百万円

※国立大学法人運営費交付金等に別途計上



科学技術・イノベーションを担う多様な人材の育成や活躍促進を図るための様々な取組を重点的に推進。

◆全国アントレプレナーシップ醸成促進事業 108百万円（新規）

◆特別研究員事業 16,287百万円（15,866百万円）

◆ダイバーシティ研究環境
実現イニシアティブ

1,129百万円（ 1,026百万円）

◆特別研究員(RPD)事業
930百万円（ 930百万円）

◆女子中高生の理系進路
選択支援プログラム

42百万円（42百万円）

研究と出産・育児等の両立や女性
研究者のリーダーの育成を一体的に
推進する大学等の取組を支援。優秀な若手研究者に対する主体的な研究機会の提供

イノベーションの担い手となる多様な人材の育成・確保

我が国を牽引する若手研究者の育成・活躍促進

◆卓越研究員事業 746百万円（ 1,092百万円）
優れた若手研究者と産学官の研究機関のポストをマッチングし、安定かつ自立した研究環境を得られるよう研究者・研究機関を支援。

女子中高生が適切に理系進路を選択
することが可能となるよう、地域で継続
的に行われる取組を推進。

◆スーパーサイエンスハイスクール（SSH）支援事業
2,295百万円（ 2,251百万円）

◆グローバルサイエンスキャンパス（高校生対象） 410百万円（ 410百万円）

先進的な理数系教育を実施する高等学校等をSSHに指定し、支援。

◆ジュニアドクター育成塾（小中学生対象） 310百万円（ 270百万円）

理数分野で卓越した才能を持つ児童生徒を対象とした大学等の育成活動を支援。

起業活動率の向上、アントレプレナーシップの醸成を目指し、ベンチャー創出力を強化。

出産・育児による研究中断後に、円滑
に研究現場に復帰できるよう、研究奨
励金を給付し、支援。
(RPD: Restart Postdoctoral Fellowship)

◆世界で活躍できる研究者戦略育成事業 344百万円（ 344百万円）

若手研究者に対し、産学官を通じて研究者として必要となる能力を育成するシステムを組織的に構築。

若手研究者等の育成・活躍促進

次代の科学技術イノベーションを担う人材の育成

女性研究者の活躍促進

◆研究人材キャリア情報活用支援事業 244百万円（ 144百万円）

優れた若手研究者に研究奨励金を給付して研究に専念する機会を提供し、支援。

令和4年度要求・要望額 339億円
(前年度予算額 259億円)

※運営費交付金中の推計額含む

◆科学技術イノベーション創出に向けた大学フェローシップ創設事業
3,849百万円（ 2,316百万円）

博士後期課程学生に対し、学内フェローシップと博士課程修了後の
キャリアパスの確保を一体として実施する大学を支援

ポスドク

大学院

高等学校

学部

小中学校

研究者

※「科学技術イノベーション・システムの構築」と重複

科学技術・イノベーション人材の育成・確保

◆次世代研究者挑戦的研究プログラム
5,800百万円（令和2年度補正予算額17,360百万円）

経済的支援及びキャリア開発・育成支援を通じ、博士後期課程学生
による自由で挑戦的・融合的な研究を推進

主に理数系の意欲・能力が高い中高
生が科学技術に係る能力を競い、相
互に研鑽する場の構築を支援。

◆国際科学技術コンテスト
680百万円（819百万円）

次代の科学技術人材の切磋琢磨の場



令和4年度要求・要望額 335億円
(前年度予算額 291億円）

※運営費交付金中の推計額含む

新型コロナウイルス感染症を契機とし、新たな社会や経済への変革が世界的に進む中、コロナショック後の未来を先導するイノベーション・エコシステムの維
持・強化が不可欠。特に、「グローバル課題への対応」と「国内の社会構造の改革」を進めていくために、地域の中核となる大学が強みや特色を最大限に
活かし、発展できるような大学のミッション・ビジョンに基づく戦略的運営の実現の推進が必要。また、社会や経済の変革をけん引する大学等発ベンチャー
創出やアントレプレナーシップを備える人材の育成を推進し、大学を中心としたスタートアップ・エコシステムを強化するとともに、「組織」対「組織」の本格的
産学官連携を通じたオープンイノベーションの推進により、企業だけでは実現できない飛躍的なイノベーションの創出を実現。

背景・目的

産学官連携による新たな価値共創の推進 29,338百万円 (26,769百万円) 

 企業の事業戦略に深く関わる大型共同研究の集中的マネジメント体制の構築、政策的重要性が高
い領域や地方大学等の独自性や新規性のある産学官共創拠点の形成、全国の優れた技術シーズ
の発展段階に合わせた支援などにより、本格的産学官連携によるオープンイノベーションを推進。

・オープンイノベーション機構の整備 1,409百万円（ 1,785百万円）

・共創の場形成支援 17,474百万円（13,734百万円）【再掲】

・地域イノベーション・エコシステム形成プログラム 1,351百万円（ 3,020百万円）

・研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP） 6,934百万円（ 6,123百万円）

地域の中核となる大学の振興（社会実装関係） 19,852百万円 (14,408百万円) 

共創の場イメージ

大学を中心としたスタートアップ・エコシステム形成の推進 4,202百万円 ( 2,376百万円) 

科学技術
イノベーション

持続可能な
社会の実現

ウィズ・ポストコロナの
国の成長と地方活性化

共創
の場企業等との

共同研究推進

自立的に運営するため
の仕組みと体制を構築

SDGs×ウィズ・ポストコロナ
の社会像（ビジョン）共有

産学官共創
システム

VC・金融
機関

ｱｸｾﾗﾚｰﾀｰ

事業会社
自治体

中核大学 連携大学

連携

ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ

スタートアップ･エコシステム
拠点都市

各スタートアップ･エコシステム
拠点都市のコンソーシアム

あ

アントレプレナー

スタートアップ

研究

社会実装 人材育成

ビジョン主導の戦略的
運営に向けた支援

 「知と人材の集積拠点」である多様な大学の力を最大限活用して社会変革を推進していくため、地域の中核となる
大学のミッション・ビジョンに基づく戦略的運営に向けて、強み・特色を活かして、地域発の人材育成や研究、イノベ
ーションの創出に取り組む大学を後押し。

・共創の場形成支援 17,474百万円（13,734百万円）

・大学発新産業創出プログラム（START）のうち大学・エコシステム推進型 2,378百万円（ 674百万円）

（参考）地域活性化人材育成事業 2,820百万円（新規、高等教育局で別途計上） 等

 強い大学等発ベンチャー創出の加速のため、起業に挑戦しイノベーションを起こす人材を育成
するとともに、創業前段階から経営人材と連携するなど、大学、事業会社、ベンチャーキャピタ
ルとベンチャー企業との間での人材、知、資金の好循環を起こし、大学を中心としたスタートアッ
プ・エコシステムの形成を推進。

・大学発新産業創出プログラム（START） 4,094百万円（1,993百万円）【一部再掲】

・全国アントレプレナーシップ醸成促進事業 108百万円（ 新 規 ）

科学技術イノベーション・システムの構築



世界最高水準の大型研究施設の整備・利活用
令和4年度要求・要望額 534億円
(前年度予算額 457億円)

特定先端大型研究施設の共用の促進に関する
法律に基づき指定

研究設備のプラットフォーム化

研究施設・設備の整備・共用

機関単位での共用システム構築

最先端大型研究施設

大型放射光施設 「SPring-8」

生命科学や地球・惑星科学等の基礎研究から新規材料開
発や創薬等の産業利用に至るまで幅広い分野の研究者に世
界最高性能の放射光利用環境を提供し、学術的にも社会
的にもインパクトの高い成果の創出を促進。さらに、データ創出
基盤の整備を行い、研究DXを推進。

10,521百万円※1（9,518百万円※1）

※1 SACLA分の利用促進交付金を含む

Ｘ線自由電子レーザー施設 「SACLA」

国家基幹技術として整備されてきたＸ線自由電子レーザーの性能
（超高輝度、極短パルス幅、高コヒーレンス）を最大限に活かし、原
子レベルの超微細構造解析や化学反応の超高速動態・変化の瞬時
計測・分析等の最先端研究を実施。

※2  SPring-8分の利用促進交付金を含む

6,916百万円※2（6,916百万円※2）

大強度陽子加速器施設 「J-PARC」

10,923百万円（10,923百万円）

世界最高レベルの大強度陽子ビームから生成される中性子、ミュオ
ン等の多彩な２次粒子ビームを利用し、素粒子・原子核物理、物
質・生命科学、産業利用など広範な分野において先導的な研究
成果を創出。

スーパーコンピュータ 「富岳」・HPCIの運営

18,849百万円（17,215百万円）

スーパーコンピュータ「富岳」を中核とし、多様な利用者のニーズに応える

革新的な計算環境（HPCI：革新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・イン

フラ）を構築し、その利用を推進することで、我が国の科学技術の発展、

産業競争力の強化、安全・安心な社会の構築に貢献。また、次世代

計算基盤の在り方について、必要な調査研究を実施。

⃝ 我が国が世界に誇る最先端の大型研究施設等の整備・共用を進めることにより、産学官の研究開発ポテンシャルを最大限に発揮するための基盤を強化し、世界を先導する学術

研究・産業利用成果の創出等を通じて、研究力強化や生産性向上に貢献するとともに、国際競争力の強化につなげる。

⃝ また、新型コロナウイルス感染症を契機として、研究交流のリモート化や、研究設備・機器への遠隔からの接続、データ駆動型研究の拡大など、世界的に研究活動のＤＸ（研究

のＤＸ）の流れが加速している中で、研究のＤＸを支えるインフラ整備として、実験の自動化やリモートアクセスが可能な研究施設・設備の整備を計画的に進めることで、研究者

が、距離や時間の制約を超えて研究を遂行できる環境を実現する。

官民地域パートナーシップによる
次世代放射光施設の推進

6,189百万円（1,245百万円）

科学的にも産業的にも高い利用ニーズが見込まれ、研究力強化と生
産性向上に貢献する、次世代放射光施設（軟X線向け高輝度
3GeV級放射光源）について、官民地域パートナーシップによる役割
分担に基づき、整備を着実に進める。

先端研究基盤共用促進事業

1,300百万円（1,185百万円）

○国内有数の研究基盤（産学官に共用可能な大型研究施設・設備）：
プラットフォーム化により、ワンストップで全国に共用。

○各機関の研究設備・機器群：
「統括部局」の機能を強化し、組織的な共用体制の構築（コアファシティ
化）を推進。



令和４年度要求・要望額 831億円

(前年度予算額 627億円)
※運営費交付金中の推計額含む

• 「統合イノベーション戦略2021」及び各戦略等に基づき、一人ひとりの多様な幸せ（well-being）の最大化につながる未来社会実現の鍵となるAI技術、光・量子技
術、マテリアル等の先端的な基盤技術の研究開発や戦略的な融合研究を促進。

• また、デジタル社会における研究のデジタルトランスフォーメーション(研究DX)の鍵となる研究データについて、それぞれの分野の特性を生かしながら、高品質な研
究データの収集と、戦略性を持ったデータの共有のためのデータプラットフォームの構築に取り組むとともに、新たに分野・機関を越えた研究データの管理・利活用の
ための全国的研究データ基盤の構築等を実施。これらを活用した、先導的なAI・データ駆動型研究を推進。

５.未来社会の実現に向けた先端研究の抜本的強化

次の成長の原動力として「デジタル」が最重要視されている中、研究
DXにより生産性を飛躍的に向上させるためには、膨大な量の高品質な
データの利活用を推進していくことが鍵。
重要分野において構築が進むデータプラットフォームとも連携し、様々な
分野・機関を越えた研究データの管理・利活用を進めるための全国的
な研究データ基盤の構築・高度化・実装を推進。オープンサイエンスと
データ駆動型研究を拡大・促進。

【具体的な取組】
○全国的な研究データ基盤の構築・高度化・実装
○研究データ基盤の活用に係る環境の整備（データの取扱いに関する
ルール・ガイドライン整備、データマネジメント人材育成等）

○研究データ基盤やSINETの更なる活用を通じたデータ駆動型研究の
支援

AIP：人工知能 / ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ / IoT
/ ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ 統合プロジェクト

○理研・革新知能統合研究センター（AIPセンター） 4,000百万円 （3,249百万円)

世界最先端の研究者を糾合し、革新的な基盤技術の研究開発やビッグデータを活用した研究開
発を推進。「AI戦略」等を踏まえ関係府省等との連携により、AIPセンターが強みとする理論研
究から、実社会などの幅広い“出口”に向けた応用研究、社会実装までを一体的に推進。
特に今後、教育・医療・防災等の重要分野でのAI技術の実装に向けた研究開発を重点加速。

○戦略的創造研究推進事業（一部）（科学技術振興機構） 7,458百万円（7,612百万円）※

人工知能やビッグデータ等における若手研究者の独創的な発想や、新たなイノベーションを切
り拓く挑戦的な研究課題を支援。 ※運営費交付金中の推計額(進行中の領域のみ)

一体的に実施

令和４年度要求・要望額 11,458百万円
( 前年度予算額 10,861百万円 )

※運営費交付金中の推計額含む

我が国の数理科学力を活かし、欧米と並ぶ第三極を形成すべく、アジア太平洋地域の数理科学
研究者、研究組織をつなぐ国際頭脳循環のハブとして、アジア太平洋数理融合イノベーションプ
ラットフォームを創設。研究力の向上や人材の育成を図り、産業界等の課題解決にも資する日本
発の数理科学イノベーション創出を目指す。

アジア太平洋数理融合
イノベーションプラットフォーム

令和4年度要求額・要望額 202百万円

（新規）

光・量子飛躍フラッグシッププログラム
（Q-LEAP）

令和4年度要求額・要望額 4,592百万円
( 前年度予算額 3,494百万円 )

世界的に産学官の研究開発競争が激化する量子科学技術（光・量子技術）につ
いて①量子情報処理（主に量子シミュレータ・量子コンピュータ）、②量子計
測・センシング、③次世代レーザーを対象とし、プログラムディレクターによる
きめ細かな進捗管理によりプロトタイプによる実証を目指す研究開発を行う
Flagshipプロジェクトや挑戦的な研究課題に取り組む基礎基盤研究を推進。また、
④人材育成プログラムとして共通的な教育プログラムの開発を推進。
令和4年度は、早期の社会実装実現に向けて研究開発や産学官連携を加速すると

ともに、欧米等とのプロジェクト間での共同研究や研究者交流等の国際連携、量
子技術を活用して社会課題解決や新産業創出等を担う人材の育成を強化。

マテリアルDXプラットフォーム
実現のための取組 ※運営費交付金中の推計額含む

令和4年度要求・要望額 13,849百万円
( 前年度予算額 3,809百万円)

他分野に先駆けた研究DXのユースケースとして、量子技術・AI・バイオ・半導体などの先端
技術強化やカーボンニュートラル実現等の社会課題解決に重要な役割を果たすマテリアル分野に
おいて、研究を加速する全国の大学等の先端共用設備の高度化に加え、創出データの機関の枠組
みを越えた共有とAI解析を可能とする仕組みを実現し、データ駆動型研究手法を全国に展開。
さらに、従来の試行錯誤型の研究開発手法にデータサイエンス的手法を戦略的に取り入れた新

たな研究方法論の確立と革新的マテリアルの創出により社会課題解決を目指す研究開発プロジェ
クトを実施。

構造化された
データの登録

全国のデータの検索・
AI解析環境を提供

NIMSデータ駆動型研究手法の全国産学への展開

全国の大学等の先端共用設備
（マテリアル先端リサーチインフラ）

研究DXの新たな
方法論による
社会課題解決

データ創出・活用型マテリアル研究開発
プロジェクト

全国の先端共用設備・データ環境整備とデータ駆動型研究の全国展開
データ駆動型研究を取り入れた
革新的マテリアル開発

データ中核拠点

AI解析

連携

研究データ利活用のエコシステム構築事業 令和４年度要求・要望額 1,650百万円
( 新規）

経済安全保障重要技術育成プログラムは、経済安全保障の観点から、内閣府主導の下で関係府
省が連携し、先端的重要技術の研究開発から実証・実用化までを迅速かつ機動的に推進するもの。
そのうち、内閣府、文部科学省、経済産業省が、ニーズを踏まえてシーズを育成する「ビジョ

ン実現型」プログラムでは、我が国として確保すべき先端的重要技術に係る研究開発を推進する。

経済安全保障重要技術育成
プログラム（ビジョン実現型）

令和4年度要求・要望額 3,000百万円（新規）
※内閣府、経産省と共に要求
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【 その他の主なプロジェクト 】

○ 生命科学・創薬等研究支援基盤事業 4,745百万円（3,820百万円）

○ 先端的バイオ創薬等基盤技術開発事業 1,466百万円（1.316百万円）

○ 医療機器等研究成果展開事業 1,508百万円（0,862百万円）

○ 次世代がん医療加速化研究事業 3,867百万円（3,551百万円）

○ 脳とこころの研究推進プログラム 6,370百万円（6,094百万円）

○ 革新的先端研究開発支援事業 11,524百万円（9,799百万円）

○ ナショナルバイオリソースプロジェクト 1,576百万円（1,231百万円） 等

臨床現場や産業界と連携した世界トップレベルのフラッグシップ拠点と
シナジー効果が期待できる拠点の整備・強化を行う。
平時から、感染症研究に留まらず、ゲノム医療・ヒト
免疫等の他分野と融合した研究を進め、新たな
モダリティにも対応。長期継続的な支援（10年間）
をコミットするとともに、柔軟な研究開発を実現し、
緊急時には迅速なワクチン開発を可能とする機能・
体制を構築。

ミャンマー

フィリピン

ガーナ
インド

タイ

インドネシア

ザンビア

中国

ベトナム

 健康・医療戦略（令和２年３月27日閣議決定）に基づき、日本医療研究開発機構（AMED）による基礎から実用化までの一
貫した研究開発の支援や、大学・研究機関等を中心とした医療分野の基礎的な研究開発を推進。
（AMED予算概算要求 714億円（前年度予算額 595億円））

 「ワクチン開発・生産体制強化戦略（令和３年６月１日閣議決定）」を踏まえ、国家の安全保障にも関わる問題との認識の下、
ワクチン開発のための世界トップレベル研究開発拠点等の整備・強化・長期継続的な研究開発に係る予算等を要求。

 その他、iPS細胞等による再生・細胞医療・遺伝子治療に係る研究開発、個別化医療を目指したゲノム・コホート研究等を進めるとと
もに、アカデミアのシーズを臨床応用等に繋げる取組や創薬等研究基盤の整備を着実に推進。

健康・医療分野の研究開発の推進
令和4年度要求・要望額 1,032億円
(前年度予算額 876億円)
※運営費交付金中の推計額含む

京都大学iPS細胞研究所を中核とした研究機関の連携による研究を推進。
工学等を含めた分野横断、産業界とのギャップ解消を見据えた、チーム型の
革新的な再生・細胞医療・遺伝子治療の融合研究を支援。

○ 再生医療実現拠点ネットワークプログラム 9,066百万円（9,066百万円）

東北メディカル・メガバンク等の生体試料やゲノムデータの整備を進めるとともに、ゲノ
ムデータ解析による個別化予防等の次世代医療の実現に向けた研究開発を推進。

○ ゲノム医療実現バイオバンク利活用プラグラム（B-cure）
5,998百万円（4,681百万円）

アカデミア等の優れた基礎研究の成果を臨床研究・実用化に橋渡しを行う機
関を核として、革新的な医薬品・医療機器等の研究開発を支援。

○ 橋渡し研究プログラム 6,371百万円（5,223百万円）

令和４年度概算要求 概要・ポイント

○ ワクチン開発のための世界トップレベル研究開発拠点の整備
6,550百万円（新規）

これまで各大学が海外感染症流行地
に整備してきた拠点を活用した研究を
推進するとともに、同拠点での感染症
の発生状況等のモニタリングを強化。

ワクチン開発・生産体制強化戦略関連

研究

産業臨床

主な研究開発プロジェクト・研究基盤整備

大学が有する海外拠点

コンゴ民

○ ワクチン開発の前提としてのモニタリングの強化等
3,803百万円（3,738百万円）（新興・再興感染症研究基盤創生事業）
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科学技術イノベーションの戦略的国際展開
令和4年度要求・要望額 163億円
(前年度予算額 137億円)
※運営費交付金中の推計額含む

国際化・国際頭脳循環、国際共同研究、国際協力によるSTI for SDGsの推進等に取り組み、科学技術の戦略的な国際展開を一層推進する。

【背景】

○多くの研究者が、海外の異なる研究文化・環境の下で研さん・経験を積めるようにし、研究者として
のキャリアのステップアップと、海外研究者との国際研究ネットワークの構築を図る。あわせて、世界中
から意欲ある優秀な研究者を引き付ける魅力的な研究拠点を形成し、トップレベルの研究者をオンラ
インを含めて迎え入れる。これらのネットワークを活用した国際共同研究を推進することにより、互いに
刺激し合い、これまでにない新たな発想が次々と生まれる環境を整備する。（令和3年3月、第6期
科学技術・イノベーション基本計画）

◇グローバルに活躍する若手研究者の育成等

○海外特別研究員事業

博士の学位を有する優れた若手研究者に対し所定の資金を支給し、海外における大学等研究
機関において長期間（2年間） 研究に専念できるよう支援する。

○外国人研究者招へい事業

分野や国籍を問わず、外国人若手研究者等を大学・研究機関等に招へいし、我が国の研究者
と外国人若手研究者等との研究協力関係を通じ、国際化の進展を図っていくことで我が国におけ
る学術研究を推進する。○若手研究者海外挑戦プログラム

博士後期課程学生等を対象に、3か月～1年程度、海外という新たな環境へ挑戦し、海外の研
究者と共同して研究に従事する機会を提供することを通じて、将来国際的な活躍が期待できる
豊かな経験を持ち合わせた人材育成に寄与する。

◇戦略的国際共同研究プログラム（SICORP）

◇地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）

国際頭脳循環への参画・研究ネットワーク構築を牽引すべく、相手国との協働による国際共同研究の共同公募を強力に推進。我が国の国際共同研究の強化を着実に図る。

国際協力によるSTI for SDGsを体現するプログラムであり、開発途上国のニーズに基づき地球規模課題の解決と将来的な社会実装に向けた国際共同研究を推進。出口ステークホルダーと
の連携・協働を促すスキームを活用し、SDGs達成に向け研究成果の社会実装を加速させる。

○SDGs（持続可能な開発目標）達成のため、政府は「SDGsアクションプラン2021」（令和2
年12月）などを策定。日本の技術力を生かし、国際社会で「SDGs達成のための科学技術イノ
ベーション（STI for SDGs）」を主導するという方針が掲げられている。

○また、令和3年6月に第11期科学技術・学術審議会国際戦略委員会でとりまとめられた「科学
技術の国際展開の戦略的推進に向けて」や、令和3年6月の成長戦略フォローアップ、経済財政
運営と改革の基本方針2021、統合イノベーション戦略2021を踏まえ、科学技術の国際展開
に資する施策を推進。

※医療分野におけるSICORPに係る経費は、「６．健康・医療分野の研究開発の推進」に計上

※医療分野におけるSATREPSに係る経費は、「６．健康・医療分野の研究開発の推進」に計上

令和4年度要求・要望額：1,588百万円（前年度予算額：1,078百万円）

令和4年度要求・要望額 ：2,001百万円（前年度予算額：1,876百万円）

令和4年度要求・要望額 ： 3,363百万円（前年度予算額：2,422百万円）

令和4年度要求・要望額 ： 375百万円（前年度予算額：265百万円）

令和4年度要求・要望額 ： 3,696百万円（前年度予算額：3,414百万円）

○国際青少年サイエンス交流事業
令和4年度要求・要望額 ： 1,760百万円（前年度予算額：1,267百万円）

海外の優秀な人材の獲得を目指し、諸外国との若手人材交流を推進する。

※ 矢印の太さは二国間の移動研究者
数（2006～2016）に基づく。移動
研究者とは、OECD資料中
“International bilateral flows of 
scientific authors, 2006-16”の
“Number of researchers”を指す。

※ 本図は、二国間の移動研究者数の
合計が4,000人以上である矢印のみ
を抜粋して作成している。

（出典）OECD “Science, 
Technology and Industry 
Scoreboard 2017 ”を基に文部科
学省作成

（出典）文部科学省 科学技術・学術政策研究所、科学
研究のベンチマーキング2021、調査資料-312、2021年
8月を基に、文部科学省が加工・作成。



概要
経済・社会的な課題への対応を図るため、様々なステークホルダーによる対話・協働など、科学技術と社会との関係を深化させる取組を行う。
また、客観的根拠に基づいた実効性ある科学技術・イノベーション政策や公正な研究活動を推進する。

一体的な推進

推進機能の構築

データ・
情報基盤
の構築

科学技術イノベーション
政策研究センター等

基盤的研究・人材育成拠点の形成

科学技術イノベーション政策のための
「政策のための科学」の推進

公募型研究開発
プログラムの推進

３．科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」の推進 512百万円（524百万円※）

EBPMの強化に向け、基盤的研究・人材育成拠点の整備等を通して、「政策のための科学」を推進する。科学技
術・イノベーション政策に係る研究及びそれに携わる人材育成、研究コミュニティの形成、研究者と行政官の協
働による研究プログラムの実施等により、エビデンスに基づく科学技術・イノベーション政策の推進に寄与する。
※NISTEP支出委任額の80百万円を除く

令和4年度要求・要望額 78億円
(前年度予算額 76億円)

※運営費交付金中の推計額含む

社会とともに創り進める

科学技術・イノベーション政策の推進

２．戦略的創造研究推進事業（社会技術研究開発） 1,662百万円（1,561百万円）

自然科学に加え、人文・社会科学の知見を活用し、広く社会のステークホルダーの参画を得た研究開発（フュー
チャー・アース構想を含む）を推進することにより、社会の具体的問題を解決する。

１．未来共創推進事業 3,170百万円（3,105百万円）

Society 5.0をはじめとする新たな社会を見据えた科学技術イノベーションと社会との問題について、多様なステー

クホルダーが双方向で対話・協働し、それらを政策形成や知識創造、社会実装等へと結びつける「共創」を推進
する。また、日本科学未来館において、すべての人に質の高い展示体験と対話・協働活動の取組の提供を目指
したコミュニケーション環境と手法開発を推進する。

４．研究活動の不正行為への対応 137百万円※ （137百万円）

「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」を踏まえ、資金配分機関（日本学術振興会、科
学技術振興機構、日本医療研究開発機構）との連携により、研究倫理教育に関する標準的な教材等の作成や
研究倫理教育の高度化等を推進する研究公正推進事業の実施等により、公正な研究活動を推進する。
※「６．健康・医療分野の研究開発の推進」と一部重複

未来共創推進事業

←「SDGsの達成に向けた
共創的研究開発プログラ
ム（ソリューション創出
フェーズ）」[戦略創造
研究推進事業(社会技術
研究開発)]の成果（「誰
一人取り残さない防災」
の全国展開のための基盤
技術開発と政策提言）

戦略的創造研究推進事業
（社会技術研究開発）



【国際宇宙探査（アルテミス計画）に向けた研究開発等】

○新型宇宙ｽﾃｰｼｮﾝ補給機(HTV-X) 16,977百万円（16,683百万円）
様々なミッションに応用可能な基盤技術の獲得など将来へ

の波及性を持たせた新型宇宙ステーション補給機を開発。

◆イノベーションの実現／産業・科学技術基盤等の強化
71,881百万円 (39,428百万円)

○ H３ロケットの開発・高度化 20,480百万円（4,232百万円）
運用コストの半減や打上げニーズへの柔軟な対応により、国際競争力を強化し、自立的

な衛星打上げ能力を確保。

○技術試験衛星９号機 4,835百万円（1,506百万円）
次世代静止通信衛星における産業競争力強化に向け、オール電化・大電力の静止衛

星バス技術、通信サービスを柔軟に機能変更できるフルデジタル化技術を開発・実証。

○将来宇宙輸送ｼｽﾃﾑﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ実現に向けた研究開発
4,024百万円（1,437百万円）

抜本的な低コスト化を目指す将来宇宙輸送の実現に向けて、民間との共創体制を構築。

○衛星コンステレーション関連技術開発 8,750百万円（2,289百万円）
挑戦的な衛星技術を積極的に取り込み、衛星開発・製造方式の刷新を図るため、小型・

超小型衛星による技術の短期サイクルでの開発・実証等を実施。

宇宙基本計画等を踏まえ、「宇宙安全保障の確保」、「災害対策・国土強靱化や地球規模課題の解決への貢献」、「宇宙科学・探査による新たな知の創造」、「宇宙
を推進力とする経済成長とイノベーションの実現」、「産業・科学技術基盤等の強化」及び「次世代航空科学技術の研究開発」を推進。経済財政運営と改革の基本方
針2021において、宇宙分野は我が国の成長を生み出す原動力（グリーン、デジタル等）を支える基盤づくりのための重要分野として位置付けられているところ、その
強化に取組み、必要な研究開発を推進。

◆宇宙安全保障の確保／災害対策・国土強靱化や地球規模
課題の解決への貢献 23,190百万円 (20,101百万円)

○先進レーダ衛星（ALOS-4） 9,607百万円（5,253百万円）
超広域(観測幅200km)の被災状況の迅速な把握や、地震・火山
による地殻変動等の精密な検出のため、先進レーダ衛星を開発。

○温室効果ガス・水循環観測技術衛星 1,817百万円（1,000百万円）
温室効果ガス観測センサと､｢しずく｣搭載の海面水温､降水量等の観測センサを

高度化したマイクロ波放射計(AMSR3)等を搭載した衛星を環境省と共同開発。

○宇宙状況把握(SSA)システム 953百万円（3,664百万円）
スペースデブリ等に対応するため、防衛省等と連携して、SSAシステムを構築・運用。

◆次世代航空科学技術の研究開発 4,015百万円（3,665百万円）

航空機産業における世界シェア20％を産学官の連携により目指す。
脱炭素社会を早期実現する超低燃費航空機技術と航空機電動化技術、
新たな市場を開拓する静粛超音速旅客機に関する研究開発等を実施。

○火星衛星探査計画（MMX） 9,238百万円（2,600百万円）

火星衛星の由来や、原始太陽系の形成過程の解明に貢献するため、
火星衛星のリモート観測と火星衛星からのサンプルリターンを実施。

○はやぶさ２拡張ミッション 513百万円（360百万円）

令和２年12月のカプセル分離後、はやぶさ２の残存燃料を最大限活用し、
新たな小惑星への到達を目標とした惑星間飛行運用を継続。

◆宇宙科学・探査による新たな知の創造 70,683百万円（54,179百万円）

38,068百万円（29,164百万円）

令和4年度要求・要望額 2,160億円
(前年度予算額 1,576億円)

※運営費交付金中の推計額含む
宇宙・航空分野の研究開発に関する取組

○ X線分光撮像衛星（XRISM） 11,623百万円（4,037百万円）
銀河団高温ガスを高い分解能でX線分光観測する日米欧の国際協力ミッションを実施。

宇宙関係予算総額2,125億円（1,544億円）

○有人与圧ローバ開発研究等の国際宇宙探査に向けた開発研究
2,000百万円（717百万円）

有人与圧ローバ等、国際宇宙探査に向けて重要な技術の研究開発を実施。

○月周回有人拠点 4,200百万円（4,200百万円）

月周回有人拠点「ゲートウェイ」に対し、我が国として優位性や
波及効果が大きく見込まれる技術（有人滞在技術等）を提供。

○小型月着陸実証機（SLIM） 2,177百万円（1,901百万円）
将来の月・惑星探査に向け、高精度月面着陸の技術実証を実施。



北極域研究の戦略的推進

 北極域の国際研究プラットフォームとして、砕氷機能を有し、北極海海氷域の観測が可能な
北極域研究船を建造する。

 北極域における観測の強化、研究の加速のため、北極域研究加速プロジェクト(ArCSⅡ)に
おいて、北極域の環境変化の実態把握とプロセス解明、気象気候予測の高度化・精緻化な
どの先進的な研究を推進するとともに、人材の育成・交流や先住民との協働を強化する。

海洋科学技術が、地球環境問題をはじめ、災害への対応を含めた安全・安心の確保、資源開発といった我が国が直面する課題と密接な関連があることを踏まえ、
関係省庁や研究機関、産業界等と連携を図りながら、海洋・極域分野の研究開発に関する取組を推進する。

北極域研究船の完成イメージ図 第3回北極科学大臣会合北極域観測研究拠点
（ニーオルスン観測基地（ノルウェー））

海洋地球研究船「みらい」アルゴ計画/アルゴフロート 海底地殻変動観測システムイメージ 地球深部探査船「ちきゅう」 海底広域研究船「かいめい」

 漂流フロートによる全球的な観測、係留ブイ等による重点海域の観測、船舶による詳細な
観測等を組み合わせ、国際連携によるグローバルな海洋観測網を構築

 得られた海洋観測データを活用して精緻な予測技術を開発し、海洋地球環境の状況把握
及び将来予測を行い、地球規模の環境保全とSDGs等に貢献するための科学的知見の提
供を目指す。

南極地域観測事業 4,600百万円（4,199百万円）

南極観測船「しらせ」観測用バルーンの放球昭和基地でのオーロラ観測

7,993百万円（1,543百万円）

概要

上記の他、海洋・極域分野の戦略的推進に関する取組として、海洋研究開発機構に以下の経費を計上。

海洋・極域分野の研究開発に関する取組

 海底地殻変動を連続かつリアルタイムに観測するシステムを開発・整備するとともに、地球
深部探査船「ちきゅう」や海底広域研究船「かいめい」等を活用し、南海トラフ地震発生帯
等の広域かつ高精度な調査を実施する。

 新たな調査・観測結果を取り入れ、地殻変動・津波シミュレーションの高精度化を行う。さら
に、海域火山活動把握のための観測技術の開発を行う。

令和4年度要求・要望額 449億円
(前年度予算額 374億円)

※運営費交付金中の推計額含む

海域で発生する地震及び
火山活動に関する研究開発

地球環境の状況把握と
変動予測のための研究開発

3,055百万円（3,054百万円） 3,331百万円（1,941百万円）

○海洋資源の持続的有効利用に資する研究開発 870百万円（870百万円）
○AUV（自律型無人探査機）の開発等の先端基盤技術の開発 648百万円（484百万円）

○海洋科学技術のプラットフォームとしての研究船舶の運航に係る基盤的な経費 17,090百万円（16,423百万円）
○海洋研究開発機構（JAMSTEC）主要施設の整備 <国土強靭化に係る事項要求>

地球シミュレータ（第４世代）

 南極地域観測計画に基づき、地球環境変動の解明に向け、地球の諸現象に関する多様
な研究・観測を推進する。

 南極地域観測に必要不可欠な人員及び物資の輸送力を確保するため、南極観測船「しら
せ」の年次検査及び南極輸送支援ヘリコプターの保守・管理、部品枯渇対策等を実施する。



・次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト 640百万円（640百万円）

令和4年度要求・要望額 139億円
（前年度予算額 113億円）

・防災対策に資する南海トラフ地震調査研究プロジェクト
防災基本計画に基づき、地方自治体の防災施策に活かすため、南海トラフ沿いの
異常な現象の推移予測に資する調査研究を行う。

火山災害の軽減に貢献するため、他分野との連携・融合を図り、「観測・予測・対策」
の一体的な火山研究と火山研究者の育成を推進。

◆南海トラフ地震の想定震源域の西側（高知県沖～日向灘）にかけて南海トラフ海底地震津波観測網（N-net）を整備する。
◆総合知やデジタル技術を最大限活用し、防災DXの実現を図ることで、より実効的な防災対策に資する取組を推進。
◆地震調査研究推進本部の地震発生予測（長期評価）に資する調査観測研究、海底地震・津波観測網の運用、 南海トラフ地震等を対象と
した調査研究、情報科学を活用した地震調査研究、先端的な火山研究の推進と火山研究人材育成、機動観測体制整備などを推進。

◆地震・火山・風水害等による災害等に対応した基礎的・基盤的な防災科学技術研究を推進。

概要

（事業）
○自然災害観測・予測研究
・地震・津波・火山の基盤的観測・予測研究
・基盤的地震・火山観測網の維持・運用
○減災実験・解析研究
・Ｅ－ディフェンス等を活用した社会基盤強靱化研究
○災害リスクマネジメント研究
・産学共創と総合知によるレジリエンス研究開発
・極端気象災害リスクの軽減研究
・自然災害のハザード評価に関する研究 等

◀基盤的防災
情報流通ネッ
トワーク （ＳＩ
Ｐ４Ｄ）の活用

防災科学技術研究所において、地震・火山・風水害等の各種災害に対応した
基盤的な防災科学技術研究、オープンイノベーションを推進。

◀日本海寒帯気団
収束帯による豪
雪災害の観測・
予測

地震調査研究推進本部関連事業

（事業）
・活断層調査の総合的推進
・地震調査研究推進本部支援 等

地震調査研究推進本部の地震発生予測
（長期評価）に資する調査観測研究等を推進。

全国地震動予測地図活断層の長期評価

その他の事業

火山の総合理解等を目的として、平時及び緊急時に人員や観測機器を集中させ
た迅速かつ効率的な機動観測を実現するため、必要な体制構築を行う。

火山機動観測実証研究事業 【拡充】 121百万円（62百万円）

378百万円（378百万円）

391百万円（152百万円）

701百万円（945百万円）

8,281百万円（7,661百万円）

基礎的・基盤的な防災科学技術の研究開発の推進 【拡充】
国立研究開発法人防災科学技術研究所

海底地震・津波観測網の構築・運用 【拡充】

また、日本海溝沿い及び紀伊半島沖～室戸沖に整備したリアルタイム海底地震・
津波観測網等を運用するため、1,158百万円を計上。

南海トラフ地震は発生すると大きな人的、経済的
被害が想定されているが、想定震源域の西側（高
知県沖～日向灘）は海域のリアルタイム海底地震・
津波観測網が整備されていない。
南海トラフ地震の解明と防災対策への活用を目
指して、当該地域に南海トラフ海底地震津波観測
網（N-net）を整備するため、2,018百万円を計上。

3,176百万円（1,073百万円）

情報科学を活用した地震調査研究プロジェクト 【拡充】

これまで蓄積されてきたデータをもとに、AI、ビッグデータといった情報科学分野の
科学技術を活用した調査研究を行う。

自然災害に対する強靱な社会に向けた研究開発の推進

総合知による災害対応DX推進事業 【新規】 200百万円（新規）

防災DXの推進 3,888百万円（1,287百万円）
（※この他、防災科学技術研究所運営費交付金の内数）

（※この他、国土強靭化による事項要求あり）

各自治体における現在の災害対応システムでは困難な複合・広域・大規模災害等
に適切に対応するとともに、自治体等間の円滑な応援・受援を可能とするシステムを
開発し、個々の自治体の対応能力を超えた災害にも、迅速かつ円滑に対応できる
社会の実現を目指した研究開発を行う。

（参考：この他、デジタル庁計上分51百万円）



2050年カーボンニュートラル実現に向けて、エネルギー制約の克服・エネルギー転換への挑戦や、温室効果ガスの大幅な排出削減と経済成長の両立を図るとともに、

気候変動の影響への適応策等に貢献するため、「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」（令和元年６月閣議決定）、 「革新的環境イノベーション戦略」（令和２年１月統合

イノベーション戦略推進会議決定）、「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」（令和３年６月経済産業省取りまとめ）等も踏まえつつ、環境エネルギー分野の研究開発を推進

する。

概要

カーボンニュートラル実現に貢献する革新的な脱炭素技術等の研究開発力強化

革新的な脱炭素化技術の基礎・基盤研究の推進

脱炭素化先端技術分野における、「産業界のボトルネック基礎課題の解決によるコア技術
の飛躍的な性能向上」、「サイエンスの進展による全く新しい概念に基づく技術の創出」につ
ながる研究開発シーズの探索・育成を推進。

接合構造太陽電池

未来社会創造事業

「地球規模課題である低炭素社会の実現」領域 2,595百万円（ 956百万円）

戦略的創造研究推進事業 先端的低炭素化技術開発 （ALCA） 2,323百万円（2,543百万円）

令和4年度要求・要望額 490億円
(前年度予算額 354億円)

※運営費交付金中の推計額含む

電気自動車等に不可欠な次世代蓄電池の研究開発を推進するとともに、新材料・新技術の開発や、
電池特性に係る基礎的な課題の解決等を推進するための基盤研究拠点を設置。

次世代蓄電池の研究開発の推進

デジタル化時代を支える徹底した省エネルギーの推進

革新的パワーエレクトロニクス創出基盤技術研究開発事業 1,354百万円（1,353百万円）

GaN等の次世代半導体の特性を最大限生かし、パワーデバイス等のトータルシステムと
しての一体的な研究開発を推進。

※JSTのALCA事業、共創の場形成支援の内数

地域の脱炭素化加速のための基盤研究の推進

大学の力を結集した、地域の脱炭素化加速のための基盤研究開発 103百万円（76百万円）
人文・社会科学の知見も活用し、大学等が地域と連携し、脱炭素化の取組の支援をする際に活用で

きる科学的知見を生み出す研究開発を推進。

カーボンニュートラルの実現に貢献する研究開発

気候変動対策の基盤となる高精度な気候変動予測データの創出と利活用の強化

気候変動適応戦略イニシアチブ 1,277百万円（1,066百万円）

独自の全球気候
モデル

データ統合・解析システム
（DIAS）

気候変動対策において過去データをもとにした対策から、科学的な将来予測データも活用した対策へのパラダイムシフト（気候変動対策の
デジタルトランスフォーメーション（DX））を加速するため、気候変動シミュレーション技術の高度化等による不確実性の低減及び気候変動
メカニズムの解明に関する研究開発並びに気候予測データの高精度化等からその利活用までを想定した研究開発を一体的に推進。
また、地球環境ビッグデータ（地球観測情報、気候予測情報等）を用いて気候変動、防災等の地球規模課題の解決に貢献する、地球

環境のデータプラットフォーム（データ統合・解析システム（DIAS））の利用拡大、長期・安定的運用を通じて、地球環境分野のDXを更
に推進。

次世代X-nics半導体創生拠点形成事業 900百万円（新規）

我が国の半導体産業基盤の強化に向け、次世代に向けた先端半導体の研究開発力の強化と人材
育成を戦略的に行う拠点形成を推進。

長期的視点で環境エネルギー問題を根本的に解決

JT-60SA

豊富な資源量と高い安全性
燃料（水素の同位体）の原子核同士を超
高温プラズマ下で融合させるという、原発と全く
違う原理を活用

カーボンニュートラルの実現と経済安全保障の問題を同時に解決すると期待さ
れる核融合エネルギーの実現に向け、国際約束に基づくプロジェクトを実施するこ
とで、科学的・技術的実現性の確立を目指すとともに、ITER主要機器開発を担
当する我が国の技術的優位性を生かし、研究開発の加速、さらには我が国の核
融合発電への動きを加速し、関連産業の国際競争力の維持・向上に取り組む。

•核融合実験炉の建設・運転を世界7極で行うITER計画

•原型炉に向けた先進的研究開発を国内で行う幅広いアプローチ（BA）活動

ITER(国際熱核融合実験炉)計画等の実施

31,360百万円（ 21,876百万円）

核融合研究ＨＰ
https://www.mext.go.jp/a_menu/shin
kou/fusion/ 

大型ヘリカル装置（LHD）

• 核融合科学研究所における、超高性能プラズマの定常運転
の実証を推進。

大型ヘリカル装置（LHD）計画
4,610百万円（ 4,028百万円）

※国立大学法人運営費交付金の内数として別途計上

BA活動サイト（青森県六ヶ所村）

管理研究棟

計算機・
遠隔実験棟

共同研究棟

原型炉R&D棟

IFMIF/EVEDA

開発試験棟

ブランケット工学試験棟

ITER（フランスに建設中）



2050年カーボンニュートラルの実現に向けた技術開発、原子力分野の多様なイノベーション創出や研究開発・人材育成基盤の強化、
東京電力（株）福島第一原子力発電所の安全かつ確実な廃止措置に係る研究開発・人材育成に取り組みつつ、日本原子力研究開発
機構による施設のバックエンド対策を着実に推進する。加えて、被災者の迅速な救済に向けた原子力損害賠償の円滑化等の取組を
実施する。

概要

廃炉環境国際共同研究センター(CLADS)
「国際共同研究棟」

○「東京電力(株)福島第一原子力発電所の廃止措置等研究開発の
加速プラン」の実現 4,165百万円（ 4,100百万円）

東京電力（株）福島第一原子力発電所の安全かつ
確実な廃止措置に資するため、日本原子力研究開
発機構廃炉環境国際共同研究センターを中核とし、
廃炉現場のニーズを一層踏まえた国内外の研究機
関等との研究開発・人材育成の取組を推進する。

令和4年度要求・要望額 1,786億円
うちエネルギー対策特別会計要求・要望額 1,368億円

(前年度予算額 1,471億円)
※運営費交付金中の推計額含む

※復興特別会計に別途51億円（51億円）計上

高速増殖原型炉
「もんじゅ」

○安全を最優先とした持続的なバックエンド対策の着実な推進

65,498百万円（ 55,042百万円）

「もんじゅ」については、平成30年3月に原子力規制委員会
が認可した廃止措置計画等に基づき、安全、着実かつ計画
的に廃止措置を実施する。
「ふげん」については、使用済燃料の搬出に向けた準備や
施設の解体等の廃止措置を、安全、着実かつ計画的に実施
する。
「東海再処理施設」については、原子力規制委員会からの
指摘を踏まえ、高レベル放射性廃液のガラス固化処理と、こ
れらを取り扱う施設等の安全対策を最優先に実施する。
また、その他の施設の廃止措置などのバックエンド対策を
安全かつ着実に進めるとともに高レベル放射性廃棄物の処
分技術の確立に向けた研究開発等を推進する。

東海再処理施設

※上記の他、電源立地地域対策に係る経費（13,831百万円（13,999百万円））等を計上

＜参考：復興特別会計＞

○日本原子力研究開発機構における東京電力(株)福島第一原子力発電所事
故からの環境回復に関する研究 1,978百万円（1,978百万円）

○原子力損害賠償の円滑化 3,085百万円（3,098百万円)

原子力分野の研究開発・人材育成に
関する取組

高温工学試験研究炉
(HTTR)

○原子力分野における革新的な技術開発によるカーボンニュートラルへの貢献
14,744百万円 （9,618百万円）

「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」、「成長戦
略実行計画」等を踏まえ、革新的な技術開発によるカーボンニュー
トラルへの貢献に取り組む。
高温工学試験研究炉（HTTR）については、安全性の実証と高熱を
用いたカーボンフリー水素製造に必要な技術開発等に取り組む。
高速炉・核燃料サイクルについては、高速炉安全性強化や高レベ
ル放射性廃棄物の減容・有害度低減に資する研究開発等を推進す
るとともに、高速炉技術開発の基盤となる高速実験炉「常陽」の運
転再開に向けた準備を進める。

JRR-3

○原子力科学技術に係る多様な研究開発の推進によるイノベーションの創出と研
究開発・人材育成基盤の強化 6,181百万円 （4,571百万円）

JRR-3やJ-PARCなどの原子力機構の保有する技術基盤を活用し
た、原子力分野における研究開発のDX、試験研究炉を活用したRI
製造技術の開発等の原子力分野のイノベーション創出を推進する。
また、「もんじゅ」サイト試験研究炉の設計など、イノベーションの創
出を支える研究開発・人材育成の基盤の維持・強化に取り組む。

○原子力の安全性向上に向けた研究 1,075百万円（1,075百万円）

軽水炉を含めた原子力施設の安全性向上に必須な、シビアアクシデント回避の
ための安全評価用のデータの取得や安全評価手法の検討等を着実に実施する。



原 発 対 応 関 係

○日本原子力研究開発機構における東京電力(株)福島第一原子力発電所
事故からの環境回復に関する研究 20億円

・住民の被ばく線量を低減し、住民の一日も早い帰還を目指すため、東京電力(株)福島
第一原子力発電所事故により放射性物質で汚染された環境の回復に向けた放射性物質
の環境動態等に関する研究等を推進

○原子力損害賠償の円滑化 31億円

・被害者を迅速に救済するため、「原子力損害賠償紛争審査会」による指針の策定や
「原子力損害賠償紛争解決センター」の和解の仲介等、迅速・公平かつ適切な原子
力損害賠償の円滑化を図る

文部科学省関係合計 51億円

◇令和４年度文部科学省科学技術関係概算要求◇

【東日本大震災復興特別会計分】
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